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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期

会計期間

自　平成27年
４月１日

至　平成27年
９月30日

自　平成28年
４月１日

至　平成28年
９月30日

自　平成29年
４月１日

至　平成29年
９月30日

自　平成27年
４月１日

至　平成28年
３月31日

自　平成28年
４月１日

至　平成29年
３月31日

営業収入 (百万円) 24,577 26,440 25,871 47,334 49,088

経常利益 (百万円) 2,652 2,859 3,267 1,340 1,188

中間(当期)純利益 (百万円) 1,907 1,913 2,166 839 643

持分法を適用した場合の

投資利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 2,325 2,325 2,325 2,325 2,325

発行済株式総数 (株) 46,501 46,501 46,501 46,501 46,501

純資産額 (百万円) 11,411 12,462 14,137 9,999 11,847

総資産額 (百万円) 41,888 46,712 46,395 47,690 45,226

１株当たり純資産額 (円) 245,407.69 268,010.37 304,036.15 215,040.90 254,774.69

１株当たり中間(当期)純

利益金額
(円) 41,020.91 41,144.78 46,590.49 18,047.09 13,836.88

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額
(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 3,000.00 3,000.00

自己資本比率 (％) 27.2 26.7 30.5 21.0 26.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 4,216 4,696 4,652 7,106 7,007

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △2,022 △3,277 △1,289 △559 △3,881

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △859 △979 △1,249 △1,938 △1,910

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高
(百万円) 5,209 8,851 11,750 8,473 9,628

従業員数
(人)

864 872 886 854 861

（外、平均臨時雇用者数） (36) (36) (44) (38) (39)

 (注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　営業収入には消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関係会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社のみで構成）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

 

 

３【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成29年９月30日現在
 

従業員数 (人) 886(44)

　 (注)  従業員数は就業人員 (社外から当社への出向者を含む。) であり、短時間契約社員は当中間会計期間の平　

均人員を (　) 外数で記載しております。

 

(2) 労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、消費者物価が横ばいになっているものの、雇用情勢が改善し個人消費

も緩やかに持ち直している等、回復基調が続きました。北海道経済も、観光入込客数の増勢を持続し、個人消費や

設備投資が上向いていること等から、緩やかな持ち直しの動きが続きました。

国内航空業界においては、競合他社との競争が激しさを増しており、原油価格も上昇基調に転じる動きもある

等、一層動向に注視していく必要があります。

このような状況の下、当社は外部環境変化に対してより柔軟に対応すべく「2017～2019年度中期経営戦略ロー

リングプラン」を策定しました。中でも、「日本一好感度の高い航空会社」を目指して新たに「CS行動指針」を制

定し、全部門で顧客満足度の向上をはかる具体的な取り組みを実施しました。運航面においては、「オンタイム推

進方針アクションプラン」を定め、全社的に実行したことにより、第１四半期における定時運航率が※特定本邦航

空運送事業者の中で第１位となり、定時性の向上をはかることができました。サービス面においては、４月より北

海道日本ハムファイターズによる「北海道シリーズ2017『WE LOVE HOKKAIDO』」に協賛し、約１ヵ月間にわたり客

室乗務員・空港係員・整備士が夕張の地域再生を願った、黄色と青色のユニフォームを着用して業務をおこないま

した。６月には、羽田空港カウンターのリニューアルをおこないましたが、木目調の柔らかな色を全体に使用し

た、北海道らしい温かみ・親しみを感じられるデザインは、利用されたお客様からご好評をいただきました。

安全面においては、安全運航の堅持（創業以来の「事故・重大インシデントゼロ」の継続）に努めるととも

に、「安全行動指針」のさらなる浸透ならびに指針に基づく行動化をはかってまいりました。

営業面においては、競争力のあるきめ細やかな運賃設定と需要予測に連動した精緻な座席コントロールをおこ

なったことに加え、引き続き法人販売の強化をはかり、多くのお客様にご利用いただきました。また、９月から

は、モバイル端末の普及に伴うお客様の旅行スタイルの変化や訪日旅行者の急増に対応すべく、「ＡＩＲＤＯウェ

ブサイト」のリニューアルをおこないました。先進技術による独創的な機能・デザインを実現したほか、多言語化

を推進し幅広いお客様へのタイムリーな情報提供やニーズに適したコミュニケーションが可能となりました。

Ｗｅｂ会員サービスである「Ｍｙ　ＡＩＲＤＯ」については、本年９月末日現在、会員数が約60万３千人とな

り、道内外の多くのお客様にご支持をいただいております。

機内サービス「Do Sky Marché」（ドゥ・スカイマルシェ）においては、平日早朝便の「札幌－東京」線に限定

した無料モーニングサービスとして、北海道産の牛乳をふんだんに使用した「ミルクパン」を４月からご提供し、

多くのお客様にご賞味いただきました。また、軽食販売の第３弾として８月までご提供した「北海道味噌バター雑

炊」に続き、９月からは第４弾として「北海道産鮭のトマトバタースープ」の販売を開始し、大変ご好評をいただ

いております。

地域・社会貢献活動においては、小中学生のキャリア形成の一環として、2009年度より実施している「ＡＩＲ

ＤＯ航空教室」を道内28校で開催しました。また、「ほっかいどう企業の森林づくり」活動として、道内６ヵ所目

となる釧路（弟子屈）地区において昨年に続き３回目となる植樹活動を実施しました。

当中間会計期間における当社の運航実績は、就航率は99.0％（前年同期99.0％）、定時出発率は91.6％（前年

同期88.6％）、提供座席数は1,545千席（前年同期比1.6％増）、旅客数は過去最多の1,143千人（前年同期比8.3％

増）となりました。座席利用率は、路線平均で73.9％（前年同期69.1％）となりました。

営業収入は「札幌－仙台」線の減便等の影響があり、コードシェアによる座席販売分を含め、25,871百万円

（前年同期比2.2％減）となりました。

事業費については、整備費及び原油価格の下落により航行費等が減少し、20,240百万円（前年同期比4.4％減）

となりました。

販売費及び一般管理費については、営業関連費用の増加等により、2,012百万円（前年同期比2.0％増)となりま

した。

この結果、営業利益は3,617百万円（前年同期比10.1％増）、経常利益は3,267百万円（前年同期比14.3％

増）、中間純利益は2,166百万円（前年同期比13.2％増）となりました。

 

　　※出典「国土交通省航空局　航空輸送サービスに係る情報公開（平成29年度第１回）」より

EDINET提出書類

株式会社ＡＩＲＤＯ(E04278)

半期報告書

 4/32



　なお、路線別の座席利用率は、次の通りです。

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 備考

「札　幌－東　京」線 71.2％ 74.5％ 71.6％  

「旭　川－東　京」線 70.7％ 75.8％ 70.4％  

「女満別－東　京」線 65.4％ 76.4％ 67.8％  

「釧　路－東　京」線 70.9％ 78.3％ 70.9％  

「帯　広－東　京」線 66.1％ 68.9％ 65.4％  

「函　館－東　京」線 64.7％ 74.6％ 64.2％  

「札　幌－仙　台」線 77.1％ 73.3％ 77.0％  

「札　幌－名古屋」線 66.3％ 65.4％ 67.8％  

「札　幌－神　戸」線 51.1％ 67.0％ 61.5％  

「札　幌－岡　山」線 63.3％ 73.4％ 60.6％  

「札　幌－広　島」線 56.9％ 72.8％ 64.8％  

「函　館－名古屋」線 62.7％ 71.3％ 68.2％  

路線の平均 69.1％ 73.9％ 69.7％  

（注）座席利用率には、全日本空輸株式会社への座席販売分を含めておりません。

 

　(2)キャッシュ・フロー

　　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ2,121百万円の資

金が増加（前年同期は378百万円の増加）し、当中間会計期間末には11,750百万円となりました。

　　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果増加した資金は4,652百万円（前年同期比0.9％減）となりました。

　これは、税引前中間純利益3,267百万円、減価償却費2,561百万円、営業債務の減少額1,662百万円等を反映した

ものであります。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果減少した資金は1,289百万円（前年同期比60.6％減）となりました。

　これは、定期預金の預入による支出2,169百万円、定期預金の払戻による収入1,960百万円、有価証券の取得によ

る支出1,220百万円、有価証券の償還による収入994百万円等を反映したものであります。

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果減少した資金は1,249百万円（前年同期比27.6％増）となりました。

　これは、リース債務の返済による支出991百万円、配当金の支払額139百万円、長期借入金の返済による支出118

百万円を反映したものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 営業実績

　当中間会計期間の営業実績を収入項目別に示すと、次のとおりであります。

項目
当中間会計期間

 (自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

前年同期比 (％)

旅客収入 25,139百万円 97.7

貨物収入 305百万円 96.9

その他 426百万円 105.2

営業収入合計 25,871百万円 97.8

　 (注) １　旅客収入には、全日本空輸株式会社への座席販売分を含めております。

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の営業収入合計に対

する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
 (自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
 (自　平成29年４月１日

至　平成29年９月30日)

金額 (百万円) 割合 (％) 金額 (百万円) 割合 (％)

全日本空輸株式会社 9,696 36.7 8,800 34.0

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 運航実績

　当中間会計期間の運航実績は、次のとおりであります。

項目
当中間会計期間

 (自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

前年同期比 (％)

運航便数 12,841便 97.3

飛行距離 12,412,956km 98.0

飛行時間 20,300時間 97.9

　　 (注)　 上記運航実績には、チャーター便を含めておりません。

 

(3) 輸送実績

　当中間会計期間の輸送実績は、次のとおりであります。

項目
当中間会計期間

 (自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

前年同期比 (％)

旅客数 1,143,530人 108.3

旅客キロ 1,080,489千人キロ 109.3

座席キロ 1,461,401千席キロ 102.1

座席利用率 73.9％ 4.8ポイント増

　  (注)　 上記輸送実績には、全日本空輸株式会社への座席販売分及びチャーター便を含めておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

今後のわが国経済は、海外の景気減速や不確実性の高まり等による影響が懸念されるものの、雇用環境の改善傾

向が続いているほか各種政策の効果もあり、景気は緩やかに持ち直していくことが期待されています。また、北海

道経済も、引き続き観光入込客数の増勢持続や、雇用及び所得情勢の改善等により、緩やかな改善が見込まれてい

ます。

航空業界を取り巻く環境においては、原油価格や為替相場の動向に注意を要するとともに、国内航空各社との競

争が一層激化することが予想されます。

一方で、北海道内７空港をはじめ各地の空港民営化や、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催

に向けた東京国際空港の発着枠拡大が予定され、訪日旅行者も増加している事等から、全体として航空需要の拡大が

期待できる状況下にあります。

このような環境認識を踏まえ、当社においては、「2017～2019年度中期経営戦略　ローリングプラン」を着実に

実行し、「日本一好感度の高い航空会社」を目指して運航品質の向上や、顧客満足度を高めるための全社的な取り組

みをおこなってまいります。

そのような中、2017年度下期において、運航乗務員の退職に伴い定期便の運休が発生することとなりました。当

社としては、定期航空輸送サービスの安定的な提供を最も重要な課題としてとらえ、運航乗務員の採用及び養成に全

社を挙げて取り組んでまいります。

運航品質については、定時性向上に向けた取り組みを引き続き実践してまいります。また、運航機材については

B767-300型機のうち２機の更新を2018年度下期に予定しており、快適な機内空間をご提供することでより一層品質の

向上に努めてまいります。

当社は2018年12月20日に就航20周年を迎えることとなりました。これからも安全を最優先にお客様にご安心・ご

満足いただける空の旅をご提供すべく、安定した運航とサービスの向上に全社一丸となり取り組んでまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間期末現在において当社が判断したものであります。

 

 

４【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の中間財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成しておりま

す。この中間財務諸表の作成にあたって、経営者は、当中間会計期間末における資産・負債及び当中間会計期間に

おける収益・費用の報告金額並びに開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについ

て、過去の実績、現在の状況に応じ合理的に判断を行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があ

るため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社の中間財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　中間財務諸表等」の「重要な会計

方針」に記載しております。

 

(2) 当中間会計期間の経営成績の分析

①　営業収入、事業費及び営業総利益

　総座席キロは、「札幌－仙台」線が減便となったこと等により、コードシェアによる座席販売分を含め、

2,389,386千席キロ（前年同期比1.4％減）となりました。

営業収入は、需要に応じたきめ細やかな運賃設定により旅客数が増加したものの、減便等の影響により、

25,871百万円（前年同期比2.2％減）となりました。

事業費は、整備費及び原油価格の下落により航行費が減少し、20,240百万円（前年同期比4.4％減）となりま

した。

　この結果、営業総利益は5,630百万円（前年同期比7.1％増）となりました。

②　販売費及び一般管理費、営業損益

　販売費及び一般管理費は、営業関連費用の増加により、2,012百万円（前年同期比2.0％増）となり、営業利益

は3,617百万円（前年同期比10.1％増）となりました。

③　営業外損益、経常損益

　営業外収益として受取利息23百万円、営業外費用として支払利息430百万円を計上したこと等により、経常利

益は3,267百万円（前年同期比14.3％増）となりました。

④　中間純損益

法人税、住民税及び事業税1,110百万円及び法人税等調整額△9百万円を計上したことにより、中間純利益は

2,166百万円（前年同期比13.2％増）となりました。
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(3) 財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の状況

資産の部

資産については、繰延税金資産が277百万円減少した一方、現金及び預金が2,551百万円、有価証券が227百

万円それぞれ増加したこと等により、前事業年度末と比較して、流動資産が2,591百万円増加しました。

一方、ウェブサイトのリニューアルをはじめとする営業関連システムの更新により無形固定資産が489百万

円増加しましたが、航空機及びリース資産の減価償却が進み有形固定資産が1,695百万円減少したことや、投

資その他の資産が215百万円減少したことにより、前事業年度末と比較して、固定資産が1,422百万円減少しま

した。

この結果、資産総額は46,395百万円となりました。

負債の部

負債については、課税所得の増加により未払法人税等が685百万円増加しましたが、前期末に計上したエン

ジン整備費用の支払等により営業未払金が1,614百万円減少したこと等により、前事業年度末と比較して、流

動負債が834百万円減少しました。

また、航空機材整備引当金が718百万円増加した一方、債務の返済が進みリース債務が1,029百万円減少した

こと等により、前事業年度末と比較して、固定負債が286百万円減少しました。

この結果、負債総額は32,257百万円となりました。

純資産の部

株主資本合計は、前事業年度末と比較して、2,027百万円増加しました。この増加は中間純利益2,166百万円

の計上及び配当金の支払139百万円によるものです。

評価・換算差額等は、原油スワップを活用したヘッジ取引に係るものであり、前事業年度末と比較して、

263百万円増加しました。

この結果、純資産総額は14,137百万円となりました。

 

②　キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における資金は11,750百万円となりました。営業活動においては、税引前中間純利益

3,267百万円、減価償却費2,561百万円、営業債務の減少額1,662百万円等により、資金は4,652百万円増加しま

した。投資活動においては、定期預金の預入による支出2,169百万円、定期預金の払戻による収入1,960百万

円、有価証券の取得による支出1,220百万円、有価証券の償還による収入994百万円等により、資金は1,289百

万円減少しました。財務活動においては、リース債務の返済による支出991百万円等により、資金は1,249百万

円減少しました。この結果、資金は前事業年度末と比較して、2,121百万円増加しました。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、営業関連システムの更新を行いました。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＩＲＤＯ(E04278)

半期報告書

10/32



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 160,000

計 160,000

 

②【発行済株式】

種類
　中間会計期間末現在
　発行数 (株)
 (平成29年９月30日)

提出日現在発行数 (株)
 (平成29年12月22日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 46,501 46,501 　　　　非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

 (注)

計 46,501 46,501 － －

 　(注)　当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

 (株)

発行済株式
総数残高
 (株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金残
高

(百万円)

平成29年４月１日～

平成29年９月30日
－ 46,501 － 2,325 － －
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(6)【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱日本政策投資銀行 東京都千代田区大手町１丁目９番６号 15,106 32.49

ＡＮＡホールディングス㈱ 東京都港区東新橋１丁目５番２号 6,328 13.61

双日㈱ 東京都千代田区内幸町２丁目１番１号 4,650 10.00

㈱北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目７番地 2,325 5.00

石屋製菓㈱ 北海道札幌市西区宮の沢２条２丁目11番36号 1,976 4.25

楽天㈱ 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 1,976 4.25

北海道空港㈱ 北海道千歳市美々987番地22 1,581 3.40

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 988 2.12

ノースパシフィック㈱ 北海道札幌市中央区南８条西８丁目523番地 638 1.37

大成建設㈱ 東京都新宿区西新宿１丁目25番１号 600 1.29

計 － 36,168 77.78

　(注)　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を四捨五入して表示しております。

 

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式 (自己株式等) － － －

議決権制限株式 (その他) － － －

完全議決権株式 (自己株式等) － － －

完全議決権株式 (その他) 普通株式 46,501 46,501 －

発行済株式総数 46,501 － －

総株主の議決権 － 46,501 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。

 

 

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９

月30日まで）の中間財務諸表について有限責任監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,229 13,780

営業未収入金 1,127 1,073

有価証券 3,677 3,904

たな卸資産 235 245

前払費用 303 276

その他 1,233 1,116

流動資産合計 17,806 20,398

固定資産   

有形固定資産   

航空機（純額） ※１,※２ 1,804 ※１,※２ 1,153

リース資産（純額） ※１ 20,023 ※１ 18,914

その他（純額） ※１ 382 ※１ 446

有形固定資産合計 22,210 20,515

無形固定資産 185 674

投資その他の資産   

投資有価証券 1,268 1,443

繰延税金資産 1,536 1,706

その他 2,218 1,657

投資その他の資産合計 5,023 4,807

固定資産合計 27,419 25,997

資産合計 45,226 46,395

負債の部   

流動負債   

営業未払金 4,086 2,471

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 243 ※２ 131

リース債務 1,997 2,028

未払金 1,421 1,470

未払法人税等 516 1,201

その他 472 599

流動負債合計 8,738 7,903

固定負債   

長期借入金 ※２ 6 －

リース債務 19,248 18,218

退職給付引当金 586 617

航空機材整備引当金 4,800 5,518

固定負債合計 24,641 24,354

負債合計 33,379 32,257
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,325 2,325

資本剰余金   

その他資本剰余金 947 947

資本剰余金合計 947 947

利益剰余金   

利益準備金 151 165

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 8,332 10,345

利益剰余金合計 8,483 10,510

株主資本合計 11,756 13,783

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 90 354

評価・換算差額等合計 90 354

純資産合計 11,847 14,137

負債純資産合計 45,226 46,395
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②【中間損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業収入 26,440 25,871

事業費 21,181 20,240

営業総利益 5,258 5,630

販売費及び一般管理費 1,972 2,012

営業利益 3,285 3,617

営業外収益 ※１ 43 ※１ 89

営業外費用 ※２ 469 ※２ 439

経常利益 2,859 3,267

税引前中間純利益 2,859 3,267

法人税、住民税及び事業税 923 1,110

法人税等調整額 23 △9

法人税等合計 946 1,100

中間純利益 1,913 2,166
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間 (自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

     （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
その他資本剰余金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 2,325 947 137 7,842 7,979 11,252

当中間期変動額       

剰余金の配当    △139 △139 △139

中間純利益    1,913 1,913 1,913

利益準備金の積立   13 △13 － －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － 13 1,759 1,773 1,773

当中間期末残高 2,325 947 151 9,602 9,753 13,026

 

   

 評価・換算差額等
純資産合計

 繰延ヘッジ損益

当期首残高 △1,253 9,999

当中間期変動額   

剰余金の配当  △139

中間純利益  1,913

利益準備金の積立  －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

689 689

当中間期変動額合計 689 2,463

当中間期末残高 △564 12,462
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当中間会計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

     （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
その他資本剰余金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 2,325 947 151 8,332 8,483 11,756

当中間期変動額       

剰余金の配当    △139 △139 △139

中間純利益    2,166 2,166 2,166

利益準備金の積立   13 △13 － －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

      

当中間期変動額合計 － － 13 2,013 2,027 2,027

当中間期末残高 2,325 947 165 10,345 10,510 13,783

 

   

 評価・換算差額等
純資産合計

 繰延ヘッジ損益

当期首残高 90 11,847

当中間期変動額   

剰余金の配当  △139

中間純利益  2,166

利益準備金の積立  －

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

263 263

当中間期変動額合計 263 2,290

当中間期末残高 354 14,137
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 2,859 3,267

減価償却費 2,638 2,561

航空機材整備引当金の増減額（△は減少） 181 718

支払利息 467 430

為替差損益（△は益） 310 △34

営業債権の増減額（△は増加） 182 53

前払費用の増減額（△は増加） △45 22

未収入金の増減額（△は増加） 124 96

営業債務の増減額（△は減少） △175 △1,662

未払金の増減額（△は減少） △1,724 △458

未払費用の増減額（△は減少） △37 72

その他 957 400

小計 5,741 5,466

利息の受取額 23 38

利息の支払額 △464 △426

法人税等の支払額 △603 △426

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,696 4,652

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,464 △2,169

定期預金の払戻による収入 2,528 1,960

有価証券の取得による支出 △1,400 △1,220

有価証券の償還による収入 1,000 994

有形固定資産の取得による支出 △542 △102

有形固定資産の売却による収入 0 121

無形固定資産の取得による支出 △30 △371

投資有価証券の取得による支出 － △370

投資有価証券の償還による収入 200 －

敷金及び保証金の差入による支出 △2 △0

敷金及び保証金の回収による収入 1 0

長期前払費用の取得による支出 △1,568 △133

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,277 △1,289

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △125 △118

リース債務の返済による支出 △958 △991

配当金の支払額 △139 △139

担保に供した預金の増減額（△は増加） 244 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △979 △1,249

現金及び現金同等物に係る換算差額 △61 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 378 2,121

現金及び現金同等物の期首残高 8,473 9,628

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 8,851 ※１ 11,750
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

 （1）有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　　償却原価法（定額法）によっております。

 （2）デリバティブ

　　　時価法によっております。

 （3）たな卸資産

　　　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

２　固定資産の減価償却の方法

 （1）有形固定資産

　　　主として定率法によっておりますが、建物（附属設備を除く）及び航空機並びに平成28年４月１日以後

　　に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　航空機　　　　　　　　　３～８年

 （2）無形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

　　す。

 （3）リース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

 （1）貸倒引当金

　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

　　いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 （2）退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

　　す。

　　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

　　　は、給付算定式基準によっております。

　　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

　　　額法により費用処理しております。

　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

　　　年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 （3）航空機材整備引当金

　　　主な定例整備費用の支出に備えるため、当中間期末までの運航実績に基づく負担額を計上しておりま

　　す。

４　収益の計上基準

　　営業収入のうち、国内定期旅客収入の計上は搭乗基準によっております。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

　おります。
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６　ヘッジ会計の方法

 （1）ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、

　　振当処理を行っております。

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段・・・為替予約、原油スワップ

　　　ヘッジ対象・・・外貨建予定取引、航空燃料購入予定取引

 （3）ヘッジ方針

　　　当社の内規である「市場リスク管理規程」及び「市場リスク管理要領」に基づき、為替変動リスク、原

　　油価格変動リスクをヘッジしております。

 （4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性

　　の評価をしております。

　　　ただし、為替予約については、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建による同一金額

　　で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確

　　保されているので、中間決算日における有効性の評価を省略しております。

７　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

　しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

８　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(中間貸借対照表関係)

　※１　有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（平成29年３月31日）

当中間会計期間
（平成29年９月30日）

14,105百万円 15,877百万円

　（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

 

　※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当中間会計期間

（平成29年９月30日）

　航空機 390百万円 210百万円

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当中間会計期間

（平成29年９月30日）

　１年内返済予定の長期借入金

　長期借入金

243百万円

6

131百万円

－

計 250 131

 

(中間損益計算書関係)

　※１　営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。

 
 
 

前中間会計期間
（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

　受取利息 13百万円 23百万円

　有価証券利息

　受取手数料

　受取精算金

　為替差益

5

11

－

7

21

12

13

13

 

　※２　営業外費用の主要項目は、次のとおりであります。

 
 
 

前中間会計期間
（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

　支払利息 467百万円 430百万円

 

　３　減価償却実施額

 
 
 

前中間会計期間
（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

　有形固定資産 1,943百万円 1,798百万円

　無形固定資産 25 21
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間 (自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 (株) 46,501 － － 46,501

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額 (円)

基準日  効力発生日  

 平成28年６月29日

 定時株主総会
 普通株式 139 3,000  平成28年３月31日  平成28年６月30日  

 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間会計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 (株) 46,501 － － 46,501

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額 (円)

基準日  効力発生日  

 平成29年６月29日

 定時株主総会
 普通株式 139 3,000  平成29年３月31日  平成29年６月30日  

 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前中間会計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 10,260百万円 13,780百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,440 △3,330 

償還期間が３ヶ月以内の有価証券 2,200 1,300 

担保に供している預金 △169 － 

現金及び現金同等物 8,851 11,750 

 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

 　(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

　　航空機及び整備設備 (車両運搬具) であります。

　② リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前事業年度

(平成29年３月31日)

当中間会計期間

(平成29年９月30日)

　１年以内 (百万円) 135 70

　１年超 (百万円) 14 15

　合計 (百万円) 150 86
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(金融商品関係)

　金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額 (貸借対照表計上額) 、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　前事業年度 (平成29年３月31日)

 
貸借対照表計上額

 (百万円)
時価 (百万円) 差額（百万円）

　(1) 現金及び預金 11,229 11,229 －

　(2) 有価証券(※１) 4,945 4,934 △11

　資産計 16,175 16,164 △11

　(1) 営業未払金 4,086 4,086 －

　(2) リース債務(※２) 21,245 24,570 3,324

　負債計 25,331 28,656 3,324

　デリバティブ取引(※３) 144 144 －

 (※１) 有価証券には、投資有価証券を含めております。

 (※２) リース債務には、１年内返済予定のリース債務を含めております。

 (※３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

　当中間会計期間 (平成29年９月30日)

 
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価 (百万円) 差額（百万円）

　(1) 現金及び預金 13,780 13,780 －

　(2) 有価証券(※１) 5,348 5,344 △3

　資産計 19,128 19,125 △3

　(1) 営業未払金 2,471 2,471 －

　(2) リース債務(※２) 20,246 23,290 3,044

　負債計 22,718 25,762 3,044

　デリバティブ取引(※３) 481 481 －

 (※１) 有価証券には、投資有価証券を含めております。

 (※２) リース債務には、１年内返済予定のリース債務を含めております。

 (※３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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 (注) １. 金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

現金及び預金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

有価証券

取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 負　債

営業未払金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

リース債務

元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

 デリバティブ取引

    取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 ２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(有価証券関係)

満期保有目的の債券

前事業年度 (平成29年３月31日)

 種類
貸借対照表計上額

(百万円)
時価 (百万円) 差額 (百万円)

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの

(1) 社債 807 808 1

(2) その他 － － －

小計 807 808 1

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの

(1) 社債 1,638 1,625 △12

(2) その他 2,500 2,500 －

小計 4,138 4,125 △12

合計 4,945 4,934 △11

 

当中間会計期間 (平成29年９月30日)

 種類
中間貸借対照表

計上額
(百万円)

時価 (百万円) 差額 (百万円)

時価が中間貸借対照表計上額

を超えるもの

(1) 社債 1,028 1,032 3

(2) その他 － － －

小計 1,028 1,032 3

時価が中間貸借対照表計上額

を超えないもの

(1) 社債 2,019 2,012 △6

(2) その他 2,300 2,300 －

小計 4,319 4,312 △6

合計 5,348 5,344 △3

 

(デリバティブ取引関係)

前事業年度 (平成29年３月31日)

　該当事項はありません。

　なお、為替予約取引及び原油スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で注記の対象から除いております。

 

当中間会計期間 (平成29年９月30日)

　該当事項はありません。

　なお、為替予約取引及び原油スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で注記の対象から除いております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前中間会計期間 (自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

当社は、航空運送事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ．当中間会計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

当社は、航空運送事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

【関連情報】

Ⅰ．前中間会計期間 (自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

　１．製品及びサービスごとの情報

　　中間損益計算書の営業収入に占める航空運送事業の割合が90％を超えているため、その記載を省略してお

ります。

 

　２．地域ごとの情報

　　中間損益計算書の営業収入、中間貸借対照表の有形固定資産に占める本邦の割合がいずれも90％を超えて

いるため、その記載を省略しております。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 営業収入 関連するセグメント名

全日本空輸株式会社 9,696 航空運送事業

 

Ⅱ．当中間会計期間 (自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

　１．製品及びサービスごとの情報

　　中間損益計算書の営業収入に占める航空運送事業の割合が90％を超えているため、その記載を省略してお

ります。

 

　２．地域ごとの情報

　　中間損益計算書の営業収入、中間貸借対照表の有形固定資産に占める本邦の割合がいずれも90％を超えて

いるため、その記載を省略しております。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 営業収入 関連するセグメント名

全日本空輸株式会社 8,800 航空運送事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

Ⅰ．前中間会計期間 (自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

　　　　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ．当中間会計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

　　　　　　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

Ⅰ．前中間会計期間 (自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

　　　　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ．当中間会計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

　　　　　　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

Ⅰ．前中間会計期間 (自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

　　　　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ．当中間会計期間 (自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

　　　　　　　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

１株当たり純資産額 254,774.69円 304,036.15円

 

 
前中間会計期間

 (自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
 (自　平成29年４月１日

至　平成29年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 41,144.78円 46,590.49円

(算定上の基礎)   

中間純利益金額 (百万円) 1,913 2,166

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る中間純利益金額 (百万円) 1,913 2,166

普通株式の期中平均株式数 (千株) 46 46

　　(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

(2)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
 

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及び

その添付書類

事業年度

(第21期)

自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日

平成29年６月29日

北海道財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

   平成２９年１２月２１日

株式会社ＡＩＲＤＯ  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 香川　　順　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　彰夫　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社ＡＩＲＤＯの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第２２期事業年度の中間会計期間 

(平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで) に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を
行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ
に基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択
及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、株式会社ＡＩＲＤＯの平成２９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２９年
４月１日から平成２９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している
ものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　(注) １． 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。
２． ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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